
不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担
当者の氏名、
所属・役職及
び選任日を記
入してください。
また、両立

支援担当者の
労働者への周
知日及び周知
方法を記入し
てください。
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プラチナくるみん
認定を受けた行動
計画期間と何期目
の計画かを記入し
てください。

プラチナくるみん
認定を受けた日付
と認定を受けた労
働局の都道府県
名を記入してくださ
い。

プラチナくるみん認
定を受けた後、何回
目の実施状況の公
表にあたるのかを記
入してください。

公表を行う日が属
する事業年度の前
事業年度、前々事業
年度を記載してくだ
さい。

育児休業等及び
育児目的休暇制度
を利用した男性労
働者数及び割合の
算出に当たっては、
公表時において、既
に退職している労働
者は、分母にも分子
にも含まれません。

育児・介護休業
法上の育児休業
の対象とならない
有期契約労働者
は、計算から除外
して構いません。

実施状況を公表す
る日が属する事業
年度（各企業におけ
る会計年度）を記載
してください。

特特例例認認定定一一般般事事業業主主ににおおけけるる次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業のの次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況））

実施状況を公
表する日を記入し
てください。プラチ
ナくるみん認定を
受けた後、概ね３
か月以内に公表
することが必要で
す。

厚生労働省ホームページより
ダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gener
al/seido/koyou/jisedai/

同一の子につい
て（E)と（F)の両方
を利用した場合は、
１人とカウントしま
す。

公表を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号
を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、

代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
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公表時に
おいて、現
に雇用され
ていない労
働者は除
外してくだ
さい。

81

公表時におい
て既に退職して
いる女性労働者
は、分母にも分
子にも含まれま
せん。
また、育児・介

護休業法上の育
児休業の対象と
ならない有期契
約労働者は、計
算から除外して
構いません。

公表前事業
年度における
労働者１人当
たりの各月ご
との時間外労
働及び休日労
働の合計時間
数を記載してく
ださい。

公表前事業
年度において、
平均した１月
当たりの時間
外労働時間が
60時間以上で
ある労働者の
数を記載して
ください。

82

事業主の任意に委ねられている項目ですが、
公表前事業年度の男性の平均育児休業等取
得期間、平均年次有給休暇取得率についても、
併せて公表することが望まれます。

（Ａ）欄には公表前々事業年度に出産し
た女性労働者数を、（Ｂ）欄には、（Ａ）のう
ち、公表前事業年度に在職している女性
労働者数（育児休業等をしているもの又
は育児目的休暇制度を利用しているもの
を含む）をそれぞれ記入してください。

（Ｃ）欄には公表前々事業年度において出産した女性労働者数を、（Ｄ）欄には、公表前々
事業年度に出産する予定であった女性労働者のうち退職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）
のうち、公表前事業年度に在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育
児目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。
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おいて、現
に雇用され
ていない労
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外してくだ
さい。

81

公表時におい
て既に退職して
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は、分母にも分
子にも含まれま
せん。
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護休業法上の育
児休業の対象と
ならない有期契
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算から除外して
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公表前事業
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労働者１人当
たりの各月ご
との時間外労
働及び休日労
働の合計時間
数を記載してく
ださい。

公表前事業
年度において、
平均した１月
当たりの時間
外労働時間が
60時間以上で
ある労働者の
数を記載して
ください。

82

事業主の任意に委ねられている項目ですが、
公表前事業年度の男性の平均育児休業等取
得期間、平均年次有給休暇取得率についても、
併せて公表することが望まれます。

（Ａ）欄には公表前々事業年度に出産し
た女性労働者数を、（Ｂ）欄には、（Ａ）のう
ち、公表前事業年度に在職している女性
労働者数（育児休業等をしているもの又
は育児目的休暇制度を利用しているもの
を含む）をそれぞれ記入してください。

（Ｃ）欄には公表前々事業年度において出産した女性労働者数を、（Ｄ）欄には、公表前々
事業年度に出産する予定であった女性労働者のうち退職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）
のうち、公表前事業年度に在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育
児目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。
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83

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が、職業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意欲
を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための計画の内容と実施状況について、
該当する項目（１か所以上の記載が必要）に記載してください。
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83

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が、職業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意欲
を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための計画の内容と実施状況について、
該当する項目（１か所以上の記載が必要）に記載してください。
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